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フランチャイズ契約のご案内 

 
【会社名】 株式会社ソーシャルクリエーション 

（ニコニコキッチンフランチャイズチェーン本部） 

 

【所在地】 〒541-0052 

大阪市中央区安土町１丁目８番１５号 野村不動産大阪ビル４F 

 

【ＴＥＬ】 ０６（６２６４）６６６７（代表） 

【ＦＡＸ】 ０６（６２７１）７７７０ 

【ｅ‐ｍａｉｌ】 info@nikoniko-kitchen.com 

【ＵＲＬ】 http://socialcreation.co.jp（FC 加盟募集用） 

http://nikoniko-kitchen.com（配食利用者用） 

 

本資料は、これからフランチャイズチェーンに加盟されようとしている方々

の為に、「中小小売商業振興法」及び「中小小売商業振興法施行規則」並びに「フ

ランチャイズシステムに関する独占禁止法上の考え方について」に従って弊社

が作成したものです。 

 

フランチャイズ契約に際しては、この案内だけではなく、できる限りたくさ

んの資料を読んだり第三者にも相談するなどして十分なご検討をお願い致しま

す。もしご不明な点や、確認したいこと等がございましたら、ご遠慮なく弊社

へお問い合わせ下さい。（フリーダイヤル ０１２０－５５０－６６０）  

 

なお、フランチャイズシステム一般のこと、フランチャイズ契約についての

注意点などについてお知りになりたい方は、一般社団法人日本フランチャイズ

チェーン協会へお問い合わせください。 

  

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会  

〒１０５－０００１  

東京都港区虎ノ門三丁目６番２号 第２秋山ビル  

TEL （０３）－５７７７－８７０１  

 

この案内は２０２４年４月３０日に作成し、一般社団法人日本フランチャイ

ズチェーン協会に提出しているものです。 

 

本資料は、弊社の責任により作成したものであり、記載内容につきましては、

上記の提出先の承認を受けたものではありません。加盟に際して調査すべき資

料については、加盟されようとしている方が事前に自ら確認をしていただくこ

とが必要です。

mailto:info@nikoniko-kitchen.com
http://socialcreation.co.jp/
http://nikoniko-kitchen.com/
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『ニコニコキッチン』フランチャイズチェーンへの加盟を希望される方へ 

 

◇ フランチャイズ契約を締結する前に ◇ 

 
このたびは、弊社のフランチャイズシステムへの加盟をご検討いただきまして

誠に有り難うございます。 

 

弊社は、｢ニコニコキッチン｣の名のもとに、高齢者向け“在宅配食・買物代行

サービス”のフランチャイズシステムを展開しております。 

当チェーンの店舗は、配食サービス事業としての経験と研究によって開発した

経営ノウハウ、運営システム、｢ニコニコキッチン｣のブランドイメージなどで統

一され、お客様に安心してご利用いただき、今日まで発展してまいりました。 

 

チェーン運営で一番大切なことは、｢統一性｣です。お客様に繰り返しご利用い

ただく為には、お客様の信頼を得なくてはなりません。その為には、どの店舗を

利用しても同じ商品、同じサービスを受けられることが必要です。 

これを実現する為、｢ニコニコキッチン｣チェーンの経営に参加する方々には、

フランチャイズ契約等で定めたルールを守ることをお約束いただきます。従いま

して、最初から｢ニコニコキッチン｣とは異なる独自の経営手法を重視され、｢ニコ

ニコキッチン｣のノウハウ、システム、イメージなどにとらわれない経営を希望さ

れる方には、｢ニコニコキッチン｣への加盟をお勧めできません。 

 

弊社の｢ニコニコキッチン｣チェーンは、弊社と加盟者のそれぞれの役割分担が

明確になっています。弊社はノウハウ、商品の開発等のシステムの整備に多額の

投資を行い、物流、データ管理、店舗指導など、加盟者が単独で行うことが困難

な業務を一手に引き受ける為に多額の費用を支出しています。一方、加盟者は本

部である弊社の提供するこれらのシステムを正しく活用して経営を行います。 

 

このように分担を明確にした上で、それぞれの役割を忠実、且つ積極的に果た

すことが｢ニコニコキッチン｣店舗の経営成功の鍵なのです。 

 

｢ニコニコキッチン｣店舗の経営をされる加盟者の成功が弊社の成長の源であり

ますので、弊社の経営努力は加盟者の経営支援が中心となります。この意味で、

加盟者と弊社は共存共栄の関係にあると言えます。 

 

以上の主旨にご賛同していただける方は、次のページへお進み下さい。
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第Ⅰ部 

 

株式会社ソーシャルクリエーションとフランチャイズシステムについて 

 

１．わが社の経営理念 

   

   高齢者福祉の一端をになう｢在宅配食｣というサービスを通して、高齢社会の 

発展に貢献することを経営の基本理念としております。 

 

高齢者の方々と私たちが心のつながりをもち、そしてそれが全ての人が暮ら

しやすい社会につながっていく、そんな社会を創造して行きたいと考えてい

ます。 

 

２．本部の概要 

 

 （１）名  称 株式会社ソーシャルクリエーション 

 

（２）所 在 地  

【本 社】〒541－0052 

   住所 大阪市中央区安土町１丁目８番１５号 野村不動産大阪ビル４F 

   Ｔ Ｅ Ｌ ０６（６２６４）６６６７〔代表〕 

   Ｆ Ａ Ｘ ０６（６２７１）７７７０ 

   

 

（３）資 本 金   ６６５０万円 

 

（４）設 立   ２００２年４月８日 

 

（５）事業内容   在宅配食・買物代行サービス『ニコニコキッチン』 

ＦＣの企画、運営 

   

（６）他に行っている事業の種類  無し 

 

（７）事業の開始  ２００２年５月 

 

（８）主要株主   高崎 幸人 

           

（９）主要取引銀行 りそな銀行 三井住友銀行 

 

（１０）従業員数   ３１名 （役員含まず） 

 

（１１）本部の子会社の名称及び事業の種類等  無し 

 

（１２）所属団体  一般社団法人 日本フランチャイズチェーン協会 正会員 

         日本栄養支援配食事業協議会 正会員 
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（１３）沿革 

  

 ❑ ２００２年 ４月：資本金１０００万円にて㈱ソーシャルクリエーショ 

ンを設立（大阪市中央区南船場） 

  

 ❑ ２００２年 ５月：『ニコニコキッチン』直営第１号店を開店（大阪市東

成区） 

 

❑ ２００２年１０月：フランチャイズ第１号店開店 

 

❑ ２００４年 ４月：東京支社を開設（東京都港区） 

 

❑ ２００５年 ８月：資本金を２０００万円に増資 

 

❑ ２００５年１２月：資本金を５１５０万円に増資 

 

❑ ２００６年１２月：資本金を６６５０万円に増資 

 

❑ ２００７年 ７月：(一社)日本フランチャイズチェーン協会正会員とな 

           る 

 

❑ ２００８年 ２月：本社移転（大阪市中央区安土町） 

 

❑ ２０１２年１０月：『ニコニコキッチン』直営第３号店を開店（大阪市旭 

区） 

 

❑ ２０１４年 ９月：東京支社を閉鎖し、加盟店対応窓口を一元化 

 

❑ ２０２４年 １月：フランチャイズ第２６０号店開店 

 

❑ ２０２４年 ４月：『らくーるキッチン』代理店１号店開店 
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 ３．会社組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．役員一覧 

代表取締役  高崎 幸人 

   取 締 役  戸奈 豊幸 

      取 締 役  平松 博尊 

   取 締 役  平田 良樹 

   監 査 役  藤本 伸太郎 

 

営業部 

 

監査役 

 

 
管理部 

 

FC 加盟店担当 

 

直 営 店 

 

取締役会 

 

代表取締役 

 

株主総会 

 

商品部 

 

商 品 課 

 

 

備 品 課 

 

 

経 理 課 

 

システム課 

 

総 務 課 
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５．直近 3 事業年度の貸借対照表および損益計算書         （単位：千円） 

貸借対照表 【第 20 期/2022 年度】 損益計算書 【第 20期/2022年度】 

資産の部 負債及び資本の部 営業収益 1,214,550 

科目 金額 科目 金額 営業費用 1,119,921 

流動資産 533,497 流動負債 134,495 営業利益 94,629 

固定資産等 188,983 固定負債 142,629 営業外収益 4,209 

(有形固定資産) (13,914） 純資産 445,357 営業外費用 1,648 

(無形固定資産) （726） （資本金）  （66,500） 経常利益 97,191 

（保証金等） （174,342） （剰余金等） （378,857） 特別利益 3,403 

資産合計 722,481 負債純資産合計 722,481 特別損失 - 

 税引前当期利益 100,595 

法人税等充当額 35,934 

法人税等調整額 105 

当期純利益 64,555 

  

貸借対照表 【第 21 期/2023 年度】  損益計算書 【第 21期/2023年度】 

資産の部 負債及び資本の部 営業収益 1,202,659 

科目 金額 科目 金額 営業費用 1,151,237 

流動資産 534,658 流動負債 129,380 営業利益 51,422 

固定資産等 190,828 固定負債 118,433 営業外収益 5,950 

(有形固定資産) （9,057） 純資産 477,673 営業外費用 1,166 

(無形固定資産) （403） （資本金）  （66,500） 経常利益 56,205 

（保証金等） （181,367） （剰余金等） （411,173） 特別利益 - 

資産合計 725,487 負債純資産合計 725,487 特別損失 - 

    税引前当期利益 56,205 

 法人税等充当額 19,160 

法人税等調整額 1,823 

当期純利益 35,221 
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（単位：千円） 

貸借対照表 【第 22 期/2024 年度】  損益計算書 【第 22期/2024年度】  

資産の部 負債及び資本の部 営業収益 1,151,056 

科目 金額 科目 金額 営業費用 1,139,945 

流動資産 507,166 流動負債 110,716 営業利益 11,111 

固定資産等 181,120 固定負債 96,137 営業外収益 4,733 

(有形固定資産) （6,417） 純資産 481,430 営業外費用 828 

(無形固定資産) （80） （資本金）  （66,500） 経常利益 15,017 

（保証金等） （174,621） （剰余金等） （414,930） 特別利益 - 

資産合計 688,286 負債純資産合計 688,283 特別損失 - 

    税引前当期利益 15,017 

 法人税等充当額 8,851 

法人税等調整額 330 

当期純利益 5,834 

 

 
注）弊社決算期が 2 月である為、本資料記載の事業年度「2024 年度」とは「2023 年 3 月～2024 

年 2 月迄」の 1 年間をさしています。 
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  ６．（１）売上（直近５事業年度加盟店売上の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）出店状況（直近３事業年度加盟店数の推移） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円） 

 

（単位：店） 

 

（１）全店売上高推移
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（２）店舗数推移
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0
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直営 ＦＣ 合計
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７．加盟者の店舗に関する事項 

 

  ・直近３事業年度の各事業年度内に新規に契約したエリアの数 

年度 新規に契約したエリアの数 

２０２２年度    ６エリア 

２０２３年度    １０エリア 

２０２４年度   １エリア 
 

 

 

  ・直近３事業年度の各事業年度内に新規に営業を開始した加盟者の店舗数 

年度 新規に営業を開始した加盟者の店舗数 

２０２２年度   ３店舗 

２０２３年度   ０店舗 

２０２４年度   １店舗 
 注）加盟者が１店舗で複数エリアに亘って営業している場合も、１店舗と記載しています。 

 

 

・直近３事業年度の各事業年度内に解除された契約に係る加盟者の店舗数 

年度 契約を中途で終了した加盟者の店舗数 

２０２２年度  ４店舗 

２０２３年度  １０店舗 

２０２４年度  ２店舗 
 注）加盟者が１店舗で複数エリアに亘って営業している場合も、１店舗と記載しています。 

 

 

・直近３事業年度の各事業年度内に更新された契約に係る加盟者の店舗数 

 及び更新されなかった契約に係る加盟者の店舗数 

年度 更新された加盟者の店舗数 更新されなかった加盟者の店舗数 

２０２２年度 １５店舗 ０店舗 

２０２３年度  ５店舗 ０店舗 

２０２４年度 ２９店舗 ０店舗 
    注）加盟者が１店舗で複数エリアに亘って営業している場合も、１店舗と記載しています。 

 

 

８．訴訟件数 

    直近５事業年度の各事業年度内に加盟者又は加盟者であった者から提起さ

れた訴えの件数及び弊社より提起した訴えの件数 

年度 加盟者又は加盟者であった者から

提起された訴えの件数 

弊社より提起した訴えの件数 

２０２０年度 ０件 ０件 

２０２１年度 ０件 ０件 

２０２２年度 ０件 ０件 

２０２３年度 ０件 ０件 

２０２４年度 ０件 ０件 
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第Ⅱ部 フランチャイズ契約の要点 

 

 １．契約の呼称等 

  

 （１）契約の呼称 

    『ニコニコキッチン』フランチャイズ契約 

 

 （２）契約の本旨 

    『ニコニコキッチン』をフランチャイズにて経営することを目的とした

加盟契約 

 

 ２．売上・収益予測についての説明 

 

  弊社が提示する売上、人件費率、原価率及び利益等の数値に関する一切の資 

料・情報は、加盟者が弊社の経営指導、助言に従い、経営に専念すればその 

ような成果をあげる可能性があるという予測値であって、同じ実績をあげる 

ことを保証するものではありません。 

 

３．加盟に際しお支払いいただく金銭に関する事項 

   （金銭の額、性質、お支払い方法等、当該金銭の返還の有無及び条件） 

 

（１）加盟金 

   金 額： 金１９０万円（１商圏毎、消費税別途） 

    

性 質： フランチャイズ付与及びマニュアル等ノウハウの開 

示、弊社所有の商標、その他営業の象徴となるもの 

の使用許諾並びに開店準備の企画等の対価です。 

    

お支払いの時期： 加盟契約の前日までに納めていただきます。 

    

お支払いの方法： 弊社指定の銀行口座にお振込いただきます。 

    

当該金銭の返還： 中途解約、契約終了時のいずれも返還されません。 

の有無及び条件 

 

  （２）加盟保証金 

   金 額： 金８０万円（１商圏毎、非課税） 

    

性 質： 弊社に対して、加盟者が契約及び関連契約に基づき 

弊社に対し負担する一切の債務を担保する為に預託 

していただきます。 

    

お支払いの時期： 加盟契約の前日までに納めていただきます。 
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お支払いの方法： 弊社指定の銀行口座にお振込いただきます。 

 

当該金銭の返還： 契約終了後、加盟者が契約終了時の全ての義務を 

の有無及び条件  履行し、弊社に対する全ての債務を清算した後に、

その残額を返還致します。 

 

（３）開店前研修費 

   金 額： 金２０万円（消費税別途） 

    

性 質： 店長として弊社チェーン店の運営・管理に必要な教 

育・訓練を開店前に本部（大阪市中央区）及び直営 

店にて５日間、加盟店商圏にて３日間、受講してい 

ただき、所定のレベルに合格していただきます。 

 

［※但し、参加人数２名様まで。追加１名につき 

金５万円（消費税別途）納めていただきます。］ 

 

お支払いの時期： 加盟契約の前日までに納めていただきます。 

    

お支払いの方法： 弊社指定の銀行口座にお振込いただきます。 

    

当該金銭の返還： 中途解約、契約終了時のいずれも返還されません。 

の有無及び条件 

 

  ４．オープンアカウント、売上金等の送金 

 

   加盟者から定期的に売上金の全部または一部を送金させる、オープンアカウ

ント制度の導入は致しておりません。 

 

  ５．金銭の貸付・貸付の斡旋等の与信利率 

 

   弊社は、加盟にあたり加盟者の店舗取得費用及び設備投資金額及び開業費用

等について、金融機関及びクレジット会社等の紹介を行う場合はありますが、

弊社が融資に直接的に関わったり債務の保証を行うことはありません。 

 

  ６．加盟者に対する商品の販売条件に関する事項 

 

  （１）加盟者に販売又は斡旋する商品・サービスの種類 

    ①食材等の販売 

    ②包材・回収容器・箸袋・衛生機器等の消耗資材の販売 

    ③チラシ、冊子、葉書等の販促物の販売 

    ④ユニフォームの販売 

    ⑤宅配用車両の販売 

    ⑥厨房機器の販売 



 14 

    ⑦店舗内外装工事の請負 

    ⑧店舗の営業に関する損害保険サービスの斡旋 

    ⑨店舗のメンテナンスに関するサービスの斡旋 

    ⑩コンピュータシステムの貸付 

    ⑪財務諸表の作成等の事務に関するサービスの斡旋 

 

    ※上記商品、サービスの種類は変更することがあります。 

 

（２）商品等の供給条件 

  商品の仕入れにあたっては、弊社または弊社の推奨する仕入先より、弊社

の指定する基準により行うものとします。 

 

（３）配送日・時間・回数に関する事項 

    配送日・・・弊社指定の方法により取り決めます。 

    時 間・・・配送委託業者、配送ルートにより異なります。 

    回 数・・・原則、週３回。 

   

（４）仕入先の推奨制度 

  本事業の営業を行う上で、弊社の定める商品品質・規格を守る為に、加盟

者は弊社又は弊社の指定する仕入先及び同一品質を供給できるその他の仕

入先より商品等を購入するものとします。 

  尚、加盟者が弊社又は弊社の指定する仕入先以外の業者から商品等の購入

を希望する場合、その業者名及びその業者の経営内容、商品の価格、品質、

形状、量目及び安定供給の可能性等の一切の取引内容をあらかじめ書面に

て通知の上、弊社の定める品質基準に基づく検査を受けなければなりませ

ん。この検査の結果、弊社又は弊社の指定する仕入先の商品等と同等でな

かった際は、その業者から商品等を購入してはなりません。 

 

（５）発注方法 

  弊社開発のコンピュータシステムを利用していただきます。 

 

（６）売買の決済方法 

毎月末日締切分を、速やかにご請求し、加盟者は２０日迄に弊社指定の銀

行口座へお振込みにて納めていただきます。 

 

（７）返品 

  加盟者は食材等の仕入れについて、検収後は返品することはできません。 

 

（８）在庫管理等 

  加盟者は、商品を弊社指定の方法で管理しなければなりません。 

 

（９）販売方法 

  当チェーンのマニュアルに従い販売を行います。 
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（１０）商品の販売価格について 

  『ニコニコキッチン』の統一的なイメージを確保する為、販売価格は、弊

社規定の標準価格とします。 

 

（１１）許認可を要する商品の販売について 

  保健所による営業許可を要します。また、加盟者が弊社の指定する商品以

外の商品の販売を希望する場合は、あらかじめ弊社の書面による承諾が必

要です。 

 

  ７．経営の指導に関する事項 

 

  （１）加盟に際しての研修等実施の有無 

     開店前に本部の定める日程に基づき、本部研修・店舗実地研修・同行営業

研修を受講していただきます。 

 

  （２）加盟に際し行われる研修の内容 

    ①本部研修 

     イ．弊社の経営理念、沿革、現状、組織 

     ロ．フランチャイズ・システムについて 

ハ．介護保険について 

ニ．店舗運営方法 

ホ．品質・取扱管理 

ヘ．接客サービス 

ト．販売方法・販売促進 

チ．受発注管理・在庫管理 

リ．労務・経理管理 

ヌ．その他 

 

    ②店舗実地研修 

イ．設備・メンテナンス実習 

     ロ．調理・盛付け実習 

     ハ．配達車両実習 

     ニ．パソコンシステム実習 

     ホ．クレンリネス実習 

     ヘ．品質管理実習 

     ト．接客サービス実習 

     チ．その他 

      

    ③同行営業研修  

加盟者の商圏にて実施します。スーパーバイザーを派遣する為に要す 

る旅費交通費（必要な場合は宿泊費）をご負担していただきます。 

     イ．顧客紹介予定先を訪問 

     ロ．顧客紹介予定先へサンプル食の納品 
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  （３）加盟店に対する継続的な経営指導の方法 

  ①スーパーバイザーによる指導 

    本部のスーパーバイザーが、店舗運営の全般にわたって、訪問・電話・

オンライン等により指導致します。訪問指導の費用は旅費交通費をご負担

していただきます。 

     

   ②個別指導 

    加盟店から依頼があれば、スーパーバイザー又は専門の担当者が臨店し

てご要望にお答えします。個別指導については、指導員の旅費、日当など

の実費をご負担していただきます。 

 

８．使用させる商標・商号・その他の表示に関する事項 

 

（１）当該使用させる商標、商号その他の表示 

   登録番号  登録第４６５４４３８号 

   登録番号  登録第５８７２５９９号 

   登録番号  登録第５８７２６７５号 

ロ  ゴ  表紙へ表記 

 

（２）当該表示の使用についての条件 

   開店日より契約終了までの間、契約書に記載された特定の店舗において

加盟店経営の為にのみ使用を許諾します。また、弊社の定めるものにつ

いては、開店日より契約終了日までの間使用を義務付けます。フランチ

ャイズ契約が終了した場合は、ただちにこれらの商標・サービスマーク

の使用を中止し、撤去または抹消しなければなりません。 

 

９．契約期間、契約の更新、契約の解約および解除に関する事項 

    

  （１）契約期間 

     契約日は、契約締結の日から満５年とします。 

 

（２）契約更新の条件および手続き 

   契約期間満了の６ヶ月前までに、契約を更新しない旨の書面による意思

表示が弊社と加盟者いずれからも出されなかった場合、契約の期間は自

動的に３ヵ年更新されるものとし、以後もこの例によるものとします。 

 

（３）契約の解約および解除の条件並びに手続き 

  ①中途解約 

   加盟者は書面による２ヶ月間の予告期間を設けて、加盟契約の解約を申

し出ることができます。 

   

  ②無催告解除 

   弊社は加盟者に以下の事由が生じたときは、催告することなく直ちに加

盟契約を解除することができます。 
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イ．契約上の義務に違反し、改善指示に従わないとき。 

ロ．契約上の権利を他に譲渡しようとしたとき。 

ハ．支払い停止または支払い不能になったとき。 

ニ．銀行取引停止処分を受けたとき。 

ホ．仮差押、仮処分、滞納処分または競売の申し立てを受けたとき。 

ヘ．会社整理、会社更生、民事再生、破産の申し立てをなし、もしくは債 

  権者による申し立てを受けたとき、または会社が解散したとき。 

ト．保健所から営業停止処分を受けたとき。 

チ．加盟者が懲役または禁固の刑の処分を受けたとき。 

リ．加盟者または関係者が暴力団またはそれら関係団体、その他反社会的 

  勢力に属していると認められるとき。                                                                                                                          

ヌ．ロイヤルティまたは仕入れ代金支払いが２回以上遅滞したとき。 

ル．業務の継続をすることが明らかに不可能であると認められるとき。 

ヲ．同業他社の宅配事業フランチャイズ又は弁当販売事業フランチャイズ 

  に加盟したとき。 

ワ．契約上の秘密保持、または競業避止義務に違反したとき。 

カ．加盟者名義の手形・小切手の不渡を一度でも出したとき。 

ヨ．弊社の責めによらずに、弊社が加盟者との間で電話・FAX・メール・ 

  面談等の方法によって、３日間以上連絡が取れなくなったとき。 

 

（４）契約解除によって生じる損害賠償の額または算定の方法、その他義務の

内容等加盟者のご負担により、直ちに行っていただく義務の内容は以下

の通りです。 

①本件店舗の営業を中止し、店舗を閉鎖または内外装を撤去すること。 

②本フランチャイズチェーンシステム及び本件標章等の使用を全て停止す

ること。 

③本契約、関連契約その他の合意に基づき弊社に対して負担する全ての債

務を弁済すること。 

④本件マニュアル等加盟者が保管している本フランチャイズチェーン事業

に関する文書、図面、写真、資料等秘密情報を記載した一切の書類及びそ

れらの写しを弊社に返還すること。 

⑤本件店舗の内外装、設備、機器、什器、備品及び宅配用車両等から、本

件標章その他本フランチャイズチェーン加盟店であったことを象徴する

一切の表示を、抹消・撤去すること。 

⑥電話帳登録名義、銀行取引名義、保健所への届出等の登録を変更し、加

盟者が本フランチャイズチェーン加盟店でなくなったことを加盟者の顧

客、取引業者、公共機関等第三者が正確に判断できる状態にすること。 

⑦弊社が要求する場合、本件店舗内で第三者に販売可能な食材等、機器、

什器等及び備品等の全部又は一部をその帳簿価格又は公正な市場価格の

いずれか低い価額で弊社に売却すること。 

 

   ※また、弊社が損害を被った場合、損害の賠償を請求することがあります。 
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１０．加盟者が定期的に支払う金銭に関する事項 

 

（１）ロイヤルティ 

   金 額： 毎月 1 日から末日までの間の本件店舗における月間

総売上高（日曜日を除く）の３パーセントに相当す

る金額（但し、１か月あたりの上限金額は１５万円、

消費税別途）。 

    

性 質： 商標及び本フランチャイズチェーンシステムの使用 

並びに弊社による継続的な経営指導の対価としてお

ります。    

 

お支払いの時期： 毎月末日締切で、翌々月２０日までに弊社指定の銀
行口座へ納めていただきます。 

    

お支払いの方法： 弊社指定の銀行口座にお振込いただきます。 
 

（２）分 担 金 

   金 額： 本件店舗の月間総売上高（日曜日を除く）に対する

１パーセントに相当する金額（但し、１か月あたり

の上限金額は５万円、消費税別途）。 

    

性 質： 本フランチャイズチェーン全体に関する宣伝広告、
販売促進活動の費用の分担金としております。   
なお、個々の加盟店の宣伝広告活動で用いるチラシ
その他の宣伝広告物・販促物は、別途、弊社から購
入していただくことがあります。 

 

お支払いの時期： 毎月末日締切で、翌々月２０日までに弊社指定の銀

行口座へ納めていただきます。 

    

お支払いの方法： 弊社指定の銀行口座にお振込いただきます。 
 

（３）システム使用料 

   金 額： 毎月、金８，０００円（消費税別途）。 

別途、コンピュータシステムの使用契約を締結して

いただきます。 

    

性 質： 顧客管理、受発注等、一元管理することにより店舗 

         業務の生産性向上を図ります。（保守料を含む）    

 

お支払いの時期： 毎月末日締切で、翌月２０日までに弊社指定の銀行
口座へ納めていただきます。 

    
   お支払いの方法： 弊社指定の銀行口座にお振込いただきます。 
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１１．店舗の営業時間・営業日・休業日 

    

営業時間は午前９：００～午後６：００が基本となっております。 

   尚、定休日に関しましては毎週日曜日・正月三ヶ日（１月１日～１月３日）

のみ休業としております（但し、加盟店の希望により営業可）。 

 

１２．テリトリー権の有無 

 

   有ります。加盟者は他の加盟者のテリトリーでは営業活動ができません。 

   他の加盟者が誰もいないテリトリーについては、事前に報告をすれば営業活 

動をすることができますが、新しくそのテリトリーで加盟を希望する者が現 

れた場合には、同テリトリー内の顧客をすべて引き渡すか、自身で同テリト 

リーにおけるフランチャイズチェーン契約を新たに締結するかを選択するこ 

とができます（検討期間は１週間です）。 

弊社は、弊社自ら又は第三者をして、本フランチャイズチェーンに属する店 

舗を、加盟者のテリトリーに開設することはできません。 

弊社は本テリトリーの内外を問わず、本フランチャイズチェーン以外の事業 

を、自ら運営し又は第三者をして運営させることができます。 

 

１３．競業禁止義務の有無 

 

   有ります。加盟者は契約期間中はもとより、契約終了後も２４ヶ月間の間は、 

弊社の事前承諾が無い限り、直接又は間接的に本フランチャイズチェーン事 

業と同種又は類似の営業ないし営業の部類に属する取引を行うことはできま 

せん（宅配事業や弁当販売事業は当然に同種又は類似の営業とみなします）。 

 

１４．守秘義務の有無  

   

有ります。加盟者は本フランチャイズチェーンに関する情報やノウハウを本 

フランチャイズチェーンの運営以外の目的で使用してはならず、いかなる第 

三者に対しても開示してはなりません。 

 

１５．店舗の構造と内外装についての特別義務 

 

本フランチャイズチェーンイメージの統一性及び同一性を維持する為、弊社

が定める規格及び基準に従い、加盟者の費用負担で、本件店舗の設計及び内

外装工事（機器、什器等及び備品等の設置・配置を含む）を行っていただき

ます。加盟者は、弊社又は弊社の斡旋する設計事務所及び建築業者に発注し

ていただきます。また、契約終了後は、店舗の内外装から、本フランチャイ

ズチェーン加盟店であったことを象徴する一切の表示を抹消・撤去していた

だきます。 
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１６．契約違反をした場合の違約金、その他の義務に関する事項 

 

❑無断で他の加盟者のテリトリーで営業活動を行った場合は、加盟者は弊社

に対して、顧客１件当たり金５０万円の違約金をお支払いいただきます。 

 

❑標章等の使用・秘密保持義務・競業避止義務・契約終了後の競業禁止とい

った各許諾条件に違反した場合、また、正当な理由が無いにもかかわらず

中途解約した場合は、違約金として直近１年間の平均ロイヤルティの３０

ヶ月相当額又は１２０万円のいずれか高い方を弊社に対して支払っていた

だきます。尚、違約金の支払いは、弊社から加盟者への損害賠償の請求を

妨げるものではありません。 

    

   ❑債務の支払が延滞した場合は、決済されるまでの延滞金額について、年利 

    １０％の割合で損害金をお支払いいただきます。 

 

１７．事業活動上の損失に対する補償の有無内容 

 

加盟者が本事業によって、利益を受け、また損失を被ることへの弊社の加盟

店に対する補償はありません。 

 


